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【はじめに】 

大分県は 2019 年 4 月に肉用牛振興計画を策

定（表 1）。その中で『分娩間隔の短縮』を重点

目標の 1つとして掲げ、2016 年時点の分娩間隔

408日を2023年までに380日以内へ短縮するこ

とを目標とした。しかし、2019 年の分娩間隔は

414.3 日とむしろ延長しており、早急な対策が

必要と考えられた。そこで、今年度からは大分

県だけでなく関係機関も協力した『肉用牛繁殖

技術強化指導チーム』（図 1）を作成し、対策に

取り組んでいる。今回はその中でも、現地プロ

ジェクトチームとして我々玖珠家畜保健衛生所

が行なった対策とその結果について報告する。 

【対策内容】 

以前の繁殖巡回では授精年月日と妊娠鑑定結

果しか記録しておらず、農場の繁殖状況を指導機関

が把握出来ていないことが問題として挙げられた。

この問題の対策として、新しい繁殖記録台帳の作成

を実施。新しい繁殖台帳は登録協会から提供される

母牛データを元に個体情報を抽出し、昨年の繁殖巡

回記録や畜産農家への聞き取り結果を反映させ、管

内の繁殖巡回を行なう肉用牛繁殖農家98戸の全繁殖

雌牛 2,166 頭について、授精日、分娩予定日、妊娠鑑

定日等を一覧できるようにした（表 2）。また、授精

は青、分娩予定及び分娩日はピンク、要確認事項は黄

色と色分けし、一目でその畜産農家の繁殖状況を把

握出来るようにした。また、妊娠期間にも色付けして

あるため、色フィルターの『白』を選択すると空胎牛

を容易に抽出出来る（表 3）。 



この繁殖台帳をもとに繁殖指導を実施した。分

娩後 2 ヶ月以上発情のない牛や、前回状態確認後

に人工授精（以下 AI）を行なっていない牛を状態

確認必要牛とし、経直腸的超音波検査にて卵巣状

態、子宮状態を確認（以下状態確認）。その結果を

もとに発情日の予測や、地域の診療獣医師による

繁殖治療の推奨を行い、より早期に AI が実施出

来るようにした。また、リピートブリーダー等の

長期不受胎牛に対しては、早期妊娠鑑定を実施し、不受胎の場合には確認必要牛と同様、発

情日の予測や、地域の診療獣医師による繁殖治療の推奨を行なった。 

 

【対策結果】 

 対策結果の検討のために2点について比較検討

を実施（図 3）。1 点目は対策開始した今年度 6月

～9 月の繁殖検診頭数を前年度同時期と比較し

た。2 点目は分娩間隔 380 日以内の頭数割合を比

較した。令和元年度分娩牛については母牛データ

を元に算出し、令和 2 年度分娩牛については空胎

期間に妊娠期間285日を足し推定分娩間隔を算出

し、その推定分娩間隔が、県の振興計画で目標に掲げた 380 日以内（空胎期間 95 日以内）で

ある割合を比較した。今回対策は令和 2年 6 月より開始したが、分娩後 2ヶ月以上 AI を行な

っていない牛に対し対策を行なったため、対策効果は令和 2 年 4 月分娩牛から期待できる。

また、空胎期間 95 日以内の確定には約 5 ヶ月の期間を必要とするため、令和 2 年 4・5 月分

娩牛を試験区とし、令和元年度分娩牛と比較した。 

 右に繁殖検診頭数推移を示した（図 4）。令和元

年度は 4 ヶ月間でのべ 1006 頭の牛の繁殖検診を

実施し、妊娠鑑定は延べ 914 頭で、状態確認は 92

頭であった。それに対し、令和二年度の 6～9 月

に行った繁殖検診頭数は 1258 頭、妊娠鑑定頭数

は 1068 頭、状態確認頭数は 190 頭と令和元年度

と比較し増加した。特に状態確認頭数について

は、前年度の二倍以上に増加し、その頭数割合は

9.1％から 15.1％と有意に増加した（P<0.05）。このことから、新しい繁殖台帳を使用したこ

とにより、長期不受胎となる危険性のある牛を早期に発見し、状態確認や早期妊鑑といった

対策を講じていることが示唆される。 

  



 次に令和元年度の分娩間隔及び分娩間隔割合

を示した（図 5）。令和元年度の平均分娩間隔は

管内全体で 415.9 日、繁殖巡回を行わない農家

で 428.1 日、繁殖巡回を行う農家（以下巡回農

家）で 404.5 日であった。巡回農家の繁殖雌牛

のうち、分娩間隔 380 日以内の牛が 45.7％、381

～400 日の牛が 17.8％、401～420 日の牛が

11.9％、421 日以上の牛が 24.7％であった。こ

の分娩間隔割合を対策効果の期待される令和 2

年度 4・5 月分娩牛の推定分娩間隔割合と比較し

た（図 6）。令和 2 年度 4・5 月分娩牛の推定分

娩間隔 380 日以内の頭数割合は 58.2％であり、

令和元年度分娩牛の分娩間隔 380 日以内の割合

45.7％と比較し、有意に高値であった。この結

果より、今回行なった対策が分娩間隔短縮に寄

与していると言える。 

 

【まとめ】 

今回分娩間隔短縮の対策として新しい繁殖台

帳の作成を行った。その結果、農家主導で検診

牛を選定するのではなく、家保と農家が協力し

て検診が必要な牛を選定することができるよう

になった。過去の結果も一目で確認できるよう

になり、藩内での情報共有も容易になった。そ

の結果、無発情牛や長期不受胎牛に対して行う

状態確認の数は前年度の 2 倍以上に増加し、推

定分娩間隔 380 日以内の頭数割合も前年度に比べ優位に増加するなど良好な結果が得られた。

今後の課題としては、さらなる分娩間隔短縮のために今回使用した繁殖台帳を継続的に使用

し、その中で農家ごとの問題点を発見し、飼料分析や代謝プロファイルテストなどのより細

やかな対策を講じていく必要がある。また、今回の対策は巡回農家にのみ効果がある対策で

あるため、非巡回農家に対しても効果のある対策を今後考えていかなくてはいけない。 


